
志木都市計画地区計画の変更 （志木市決定）  原案 

 

志木都市計画志木駅東口地区地区計画を次のように決定する。 

 

 

名称 志木駅東口地区地区計画 

位置 志木市本町五丁目の一部 

面積 約９．７ha 

地区計画の目標 本地区は、東武東上線志木駅の東側に隣接し、交通の利便性

が高く、店舗や事業所、医療機関などが多数立地するエリアで

あり、市内で唯一の商業地域内に位置している。 

また、志木都市計画マスタープランにおいて商業・業務サー

ビスと交流の拠点に位置付けられ、機能の集積を図り、交流を

誘発するつながりと広がりのある都市空間形成に努めること

としている。さらに、志木市中心市街地活性化基本計画では、

志木駅を起点とした南の玄関口として、来訪者のおもてなし

機能と地域住民の生活を支える機能を兼ね備えた拠点性の向

上を図ることとしている。 

このため、土地の合理的かつ健全な高度利用とにぎわいを

生み出す商業・業務機能の集積を促すとともに、歩行者の回遊

が促進されるよう安心して歩ける歩行空間の確保を推進し、

活発な商業活動が行われる環境の形成と快適なまちづくりを

目指すものである。 

区域の整備、

開発及び保全

の方針 

土地利用に関する方針 本市を象徴する商業・業務サービスと交流の拠点として、に

ぎわいを生み出す機能の集積を誘導し、土地の合理的かつ健

全な高度利用を図る。 

地区施設の整備の方針 地区内は志木都市計画道路 3・4・3 号中央通停車場線等の

地域幹線道路の整備により一定の都市基盤が確保されている

ことから、これらの維持・保全を図るとともに、歩行者の回遊

性や滞在性の向上を推進するため、壁面の位置の制限及び壁

面後退区域における工作物の設置の制限を定めることによ

り、安全で快適な歩道状空地の創出を促進する。 

建築物等の整備の方針 商業・業務サービスと交流の拠点を形成し、土地の共同化や

合理的かつ健全な高度利用を図るとともに、健全な商業環境

の形成や安全で快適な歩行環境を確保するため、建築物等に

ついて次の事項を定める。 

１ 建築物等の用途の制限 

２ 建築物の容積率の最高限度 

３ 建築物の容積率の最低限度 

４ 建築物の建蔽率の最高限度 

５ 建築物の建築面積の最低限度 

告示年月日 

令和８年９月１０日 



６ 壁面の位置の制限 

７ 壁面後退区域における工作物の設置の制限 
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建築物等の用途の制限 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 

23 年法律第 122 号）第 2条第 6項に規定する店舗型性風俗

特殊営業に係る建築物は建築してはならない。 

建築物の容積率の最高限度 １ 10分の 40とする。 

２ 計画図に示す１号壁面線が定められている敷地におい

て、「壁面の位置の制限」で定める道路境界線までの距離、及

び「壁面後退区域における工作物の設置の制限」で定める事項

を満たす場合、前項に掲げる数値は、次表左欄の区分に応じ

て、それぞれ右欄に掲げる数値を加えた数値とする。 

区分 建築物の容積率

の最高限度に加

える数値 

建築物の 1 階部分の床面積の 2/3 以上

を別表に掲げる用途に供するもの 

10分の 5 

建築物の 2 階部分の床面積の 2/3 以上

を別表に掲げる用途に供するもの 

10分の 5 

 

建築物の 3 階部分の床面積の 2/3 以上

を別表に掲げる用途に供するもの 

10分の 5 

 

建築物の地階部分の床面積の 2/3 以上

を別表に掲げる用途に供するもの 

10分の 5 

ただし、加える数値の合計は、次表左欄の区分に応じて、そ

れぞれ右欄に掲げる数値を限度として適用するものとする。 
 

区分 建築物の容積率

の最高限度に加

える数値の限度 

壁面の位置が道路境界線から 0.5ｍ以

上後退している場合 

10分の 10 

建築物の敷地面積が 500 ㎡以上かつ壁

面の位置が道路境界線から 1.5ｍ以上

後退している場合 

10分の 15 

建築物の容積率の最低限度 次表左欄の区分に応じて、それぞれ右欄に掲げる数値とす

る。 

 ただし、この地区計画の告示日において、既存建築物の内、

区分 建築物の容積率

の最低限度 

建築物の敷地面積が 200㎡未満の場合 － 

建築物の敷地面積が 200㎡以上の場合 10分の 16 



建築物の容積率の最低限度に満たない建築物については、そ

の値を最低限度とする。 

建築物の建蔽率の最高限度 建築物の容積率の最高限度の事項の第 2項を適用する場合、

建築物の建蔽率の最高限度は 10分の 7とする。ただし、建築

基準法第 53 条第 3 項第 2 号に該当する建築物にあっては 10

分の 1を加えたものとする。 

建築物の建築面積の最低限度 建築物の容積率の最高限度の事項の第 2項を適用する場合、

建築物の建築面積の最低限度は 100 ㎡以上とする。ただし、

敷地面積が 200 ㎡未満の場合は、当該敷地面積の 2 分の 1 以

上とする。 

壁面の位置の制限 計画図に示す１号壁面線が定められている敷地において、

建築物の容積率の最高限度の事項の第２項を適用する場合、

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面及び当該建築物に附属

する門又は塀の面から道路境界線までの距離は、0.5ｍ以上と

する。 

なお、建築物の容積率の最高限度に加える数値が 10 分の 10

を超える場合は、道路境界線までの距離を 1.5ｍ以上とする。 

壁面後退区域における工作物の

設置の制限 

建築物の容積率の最高限度の事項の第２項を適用する場

合、壁面の位置の制限として定められた壁面線と道路境界線

との間の土地の区域には、門、塀、さく、自動販売機、広告物・

照明等（道路上の面から高さが 2.5ｍ以上の部分に設けるもの

を除く。）、道路面との段差を生じる車止め等など交通の妨げ

となる工作物を設置してはならない。 

ただし、公共公益施設については、この限りではない。 

 

 

 

別 表 １ 飲食店 

２ 物品販売業を営む店舗 

３ 理髪店、美容院、クリーニング取次店その他これらに類するサービス業を営む店舗 

４ 銀行、損害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗その他これらに類するサービス業を営む

店舗 

５ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

６ 診療所 

７ ホテルまたは旅館 

８ 保育所 

９ 郵便局、警察署、消防署その他公益上必要なもの 

１０ その他上記に類するもので市長が市街地の活性化やにぎわい創出に資すると認めるもの 

 

 



 

理  由  書 （案） 

 

本理由書は、志木都市計画地区計画の変更（志木駅東口地区地区計画）についての理由を示し

たものです。 

 

Ⅰ．志木都市計画区域における位置等 

  志木都市計画区域は、都心から約 25km 圏、埼玉県の南西部に位置しています。 

また、志木都市計画区域に含まれる土地の区域は、志木市の行政区域の全域です。 

 

【志木市：志木駅東口地区】 

  本地区は、東武東上線志木駅の東側に隣接し、交通の利便性が高く、店舗や事業所、医療機

関などが多数立地する約 0.3km 四方の区域であり、市内で唯一の商業地域内に位置しています。 

 

Ⅱ．変更理由 

【志木市：志木駅東口地区】 

  本地区は、志木都市計画マスタープランにおいて商業・業務サービスと交流の拠点に位置付

けられており、土地の合理的かつ健全な高度利用とにぎわいを生み出す商業・業務機能の集積

を促すとともに、歩行者の回遊が促進されるよう安心して歩ける歩行空間の確保を推進し、活

発な商業活動が行われる環境の形成と快適なまちづくりを推進するため、地区計画を定めるも

のです。 

 

Ⅲ．変更の内容 

【志木市：志木駅東口地区】 

  本地区は、建築物等の用途の制限をはじめ、建築物の容積率の最高限度、建築物の容積率の

最低限度、建築物の建蔽率の最高限度、建築物の建築面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁

面後退区域における工作物の設置の制限を「志木駅東口地区地区計画」において定めます。 

 

Ⅳ．関連する都市計画 

本地区計画の決定に伴う、その他の都市計画の決定・変更はありません。 
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地区整備計画図
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